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国民健康保険税の税率が変わりますお知らせ

今年度から

市の国民健康保険税は、平成 21 年度に保険税の税率を改定して以来、据え置いてきましたが、
平成 30 年 4 月からの国保制度改革にともない、市から茨城県に納付する国保事業費納付金※

１を
納付できるだけの税率に改定することになりましたのでお知らせします。
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あ
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り
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。

　

ま
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固
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。
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固
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れ
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固
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固
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固
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れ
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資
産
割
廃
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伴
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収
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入
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り
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す
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な
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す
る
制

度
が
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ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
の
加
入
者
数
が

年
々
減
少
し
て
い
る
一
方
で
、
１
人

当
た
り
の
医
療
費
は
増
加
傾
向
に
あ

る
な
ど
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さ
ま
ざ
ま
な
要
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か
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民
健
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あ
る
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と
に
ご
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と
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協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。

区分（対象者）
医療保険分

（国保に加入するすべての方）
後期高齢者支援金分

（国保に加入するすべての方）
介護納付金分

（国保に加入する 40 歳以上 65 歳未満の方）

改定前 改定後 改定前 改定後 改定前 改定後

所得割額 加入者の所得金額
に対して 7.4 ／ 100 7.4 ／ 100 1.8 ／ 100 1.8 ／ 100 1.2 ／ 100 1.2 ／ 100

資産割額 加入者の固定資産
税額に対して 22.4 ／ 100 廃止 5.6 ／ 100 廃止 ー ー

均等割額 加入者１人当たり 18,400 円 18,500 円 4,600 円 13,400 円 8,000 円 13,700 円

平等割額 １世帯あたり 19,200 円 19,200 円 4,800 円 4,800 円 6,000 円 6,000 円

課税限度額 540,000 円 580,000 円 190,000 円 190,000 円 160,000 円 160,000 円

■平成 30 年度国民健康保険税の税率

※平成 30 年度の納税通知書は 7 月 13 日㈮に、年金天引きの方への税額決定通知書は 7 月 20 日㈮に送付する予定です。

軽減対象となる所得の基準 軽減割合

世帯の所得が 33 万円　以下 ７割

世帯の所得が 33 万円＋（275,000 円×被保険者数）　以下 ５割

世帯の所得が 33 万円＋（500,000 円×被保険者数）　以下 ２割

世帯主および被保険者の総所得金額の合計が次の基準以下の場合に、「均等割額」と「平等割額」が軽減されます。
※所得状況の分からない方がいる場合は、軽減判定ができませんので、所得の申告が必要になります。

※被保険者数には、国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行した方が含まれます。

■所得の少ない世帯への国民健康保険税の軽減

問 伊奈庁舎国保年金課　☎58 ‐ 2111（内線4404）

※１ 国民健康保険に加入している方の医療費はこれまで市が直接、医療機関などに支払っていましたが、今年度からは
茨城県が市に代わって支払いをすることになりました。その財源として市が茨城県に納付する納付金のことです。
※２ 市が茨城県に納付する国保事業費納付金や市の保険事業の費用に充てるため、積み立てている積立金のことです。　


